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令和４年度多文化共生社会の形成の推進に関して講じた施策（概要版） 
【多文化共生社会の形成の推進に関する条例第２１条に基づく報告】 

 

１ 令和４年度多文化共生施策の概要                                                      

（１）「意識の壁」の解消                                       
① 多文化共生シンポジウム開催事業 

岩沼市と共催で「多様な市民の力を活かした地域づくりを考える」をテーマにシンポジウムを開催し、地域の

多文化共生に関する意識の更なる醸成を図った。（参加者：６５人）。 

② 啓発ツール作成事業 

県内の小学６年生児童を対象とした啓発チラシ及び教員向け相談窓口周知チラシを作成し、「地域・学校に入っ

てきた外国人」「外国にルーツのある児童」を受け入れる心情や態度の醸成を図った（児童向け21,000部、教員

向け7,000部、県内全小学校に配布）。 

③ 多文化共生社会推進審議会運営事業 

前年度に講じた施策や令和５年度多文化共生推進事業について審議した（２回）。  

④ 多文化共生市町村研修会事業 

全国で多文化共生活動に取り組んでいる講師を招き、多文化共生の概要・理念について知識を深め、外国人にと

ってわかりやすい情報発信等に取り組む際に必要となる「やさしい日本語」の研修会を実施した（参加者：２２名）。 

（２）「言葉の壁」の解消                                       

① 地域日本語教育体制構築事業【新規】 

地域の日本語教育体制を、地域の実情にあった形式により県内各地で構築し、外国人個々のニーズに沿って日本

語を学べる体制を整備するため、地域の日本語教育を担う人材の育成（２自治体、参加者４５人）を行ったほか、

地域の日本語講座などを核とした相互理解の促進や日本語講座の試行、日本人側のコミュニケーション手

段として有効となる「やさしい日本語」の研修を実施（交流事業：２自治体、参加者計３７人／やさしい

日本語研修：７回、参加者計１８４人）。 

② 災害時通訳ボランティア整備事業 

県内で大規模災害が発生した際に、被災地からの要請に応じ速やかに通訳ボランティアを派遣できる体制

整備を図るとともに、通訳ボランティアの確保・養成を行った（令和４年度末時点：１１４名、１８言語）。 

③ 新型コロナウイルス感染症関連情報の多言語情報発信強化事業【コロナ対応】 

コロナ禍における不安解消を図るため、外国人向けに様々な情報を発信している（公財）宮城県国際化協

会のホームページ及び宮城県ホームページの新型コロナウイルス感染症サイトにて多言語による情報発信

を行った。 

（３）「生活の壁」の解消                                       

① みやぎ外国人相談センター設置事業 

外国人県民やその家族から寄せられた相談に対して、必要な情報提供や専門窓口の紹介など問題解決に向

けたアドバイスを行い、外国人県民の不安解消、問題解決等に寄与した（相談件数：３７６件）。 

② 新型コロナウイルス感染症に関する受診・相談センター及び副反応相談センターの多言語対応【コロナ対応】 

県が設置する新型コロナウイルス感染症に関する「受診・相談センター」及び「副反応相談センター」に

ついて、多言語で相談ができる体制を整備し、コロナ禍における外国人県民の生活の不安解消につなげた

（相談件数：１３６件）。 

③ 技能実習生等との共生の地域づくり推進事業 

石巻市が実施する「じゃぱ needs 塾」を支援し、地域住民と技能実習生等外国人住民との交流機会を創出

した（参加者：４１名）。 

④ 県民アンケート調査【５年ごと】 

外国人県民が地域で暮らす上で効果的な施策を検討していくため、県内の在留外国人及び日本人にアンケ

ート調査を実施した。 
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⑤ 外国人コミュニティリーダーとの意見交換 

外国人県民が地域で暮らす上で効果的な施策を検討していくため、知事が様々な分野で活躍する外国人県

民から直接意見を聞く座談会を実施した。 

⑥ 外国人材マッチング支援事業 

県内企業における外国人材の受入の整備を総合的に支援するため、企業相談窓口を設置するとともに、各

種セミナー、合同企業説明会等を実施し、県内企業における外国人材の採用・活用を図った。 
 ⑦外国人材高度化転換支援事業【新規】 

県内企業への就労を前提とした特定技能への転換を支援することで、人手不足の解消と人材流出対策に繋

げることを目的として、技能実習生の県内定着や在留資格の転換に向けた意向調査の実施やアドバイザー

の派遣を行った。 

２ 宮城県多文化共生社会推進計画の評価指標における進捗状況                            

評価指標１ 多文化共生啓発事業の実施市町村数    
 

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 14市町村 5市町村 7市町村 15市町村  
35市町村 

達成率 40.0％ 14.3％ 20.0％ 42.9％  

 

 

評価指標２ 多文化共生に関する説明会等への参加県民数（多文化シンポジウム等）    
 

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 441人 119人 212人 501人  

R１～R5年度 

累計2,300人 
累 計 441人 560人 772人 1,273人  

達成率 19.2％ 24.3％ 33.6％ 55.3％  

 

  

評価指標３ 多言語による生活情報の提供実施市町村数（ホームページの多言語化等） 
  

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 27市町村 27市町村 29市町村 34市町村  
35市町村 

達成率 77.1％ 77.1％ 82.9％ 97.1％  

 

 

評価指標４ 日本語講座など日本語学習支援及び関連する取組を実施している市町村数 
  

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 14市町村 11市町村 10市町村 12市町村  
35市町村 

達成率 40.0％ 31.4％ 28.6％ 34.3%  
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評価指標５ 外国人相談対応体制を整備している市町村数 
  

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 9市町村 9市町村 13市町村 13市町村  
15市町村 

達成率 60.0％ 60.0％ 86.7％ 86.7％  

 

 

評価指標６（ⅰ）技能実習を除く外国人雇用者数（厚生労働省調べ）【各年１０月末現在】 
  

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 9,118人 9,386人 9,496人 10,907人  
12,000人 

達成率 76.0％ 78.2％ 79.1％ 90.9％  

    

 

評価指標６（ⅱ） 外国人労働者に係るセミナ－・研修会等に参加した事業所数 
  

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 378事業所 172事業所  67事業所 80事業所  
R１～R5年度

累計 

1,500事業所 

累 計 378事業所 550事業所 617事業所 697事業所  

達成率 25.2％ 36.7％ 41.1％ 46.5％  

 

 

評価指標７ 文化・習慣等の相互理解の促進に係る取組の参加者数（交流会等） 
  

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和５年度 

（目標値） 

実績値 1,926人   691人   609人 1,089人  

R１～R5年度 

累計3,500人 
累 計 1,926人 2,617人 3,226人 4,315人  

達成率 55.0％ 74.8％ 92.2％ 123.3％  

   

 


